
下水道は、雨水の排除と汚水の処理による浸水の

防除、生活環境の改善及び公共用水域の水質保全と

いう役割を持ち、街づくりを進めていく上で重要な

社会資本整備として、地方公共団体の最重点施策と

して着実に進められている。

しかし、普及率が上昇してきた近年、維持管理を

中心とした事業経営に移行しつつある下水道事業は、

整備事業が一段落するこれからこそが本当の意味で

の事業経営をしていくことになる。

下水道事業は、地方公営企業なので独立採算を遵

守しながら、その経営を行い、地域住民の生活基盤

の形成に努めていかなければならない。

しかし、現在の下水道事業は、経費の負担区分は

あるものの、料金収入の確保がままならず、財源の

不足部分を一般会計からの繰入金でまかなう状況と

なっており、独立採算とは程遠い状況である。

ここでは、下水道事業の経営状況を踏まえながら、

一般会計繰入金のあり方について考え、独立採算の

道を探ってみることにする。

まず、府内市町村（大阪市を除く）の下水道事業

の平成１６年度決算の状況を見ることとする。

（１）普及率

平成１６年度末における現在処理区域内人口は

５,１５９,５６６人、現在処理区域面積は５２,５９９ｈａで、前

年度末に比べてそれぞれ１.９ポイント、３.２ポイント

伸びている。また、行政区域内人口に対する普及率

は８３.４％、市街地面積に対する普及率は７７.９％とな

っている。

これは、全国平均の人口普及率７６.７％を上回るも

のである。

（２）経営状況

実質収支及び経費回収率の状況は、法適用事業に

ついては、４５億３１百万円の不良債務（実質赤字）が

発生している。

また、法非適用事業については、収益的収支と資

本的収支の差引きが３４億２２百万円の黒字となってい

るが、前年度繰上充用金等を差し引いた実質収支は

９７億２５百万円の赤字（黒字５１事業、赤字１３事業）と

なっている。

次に、経費回収率を見ると、処理原価（汚水処理

費÷年間総有収水量）が１６１.４円／ｍ３（維持管理費

５６.６円／ｍ３、資本費１０４.８円／ｍ３）であり、使用料

単価（使用料収入÷年間総有収水量）は１２２.５円／

ｍ３で、経費回収率（使用料単価÷汚水処理原価）は

前年度（６９.１％）よりも向上はしているが、７５.９％

にとどまっている。そして、その回収不足分につい

ては、一般会計からの繰入金等により補てんされて

いる。

（３）一般会計繰入金

下水道事業会計にとって、一般会計からの繰入金

は使用料とともに、現在の下水道事業を経営する上

で欠かすことのできない財源である。平成１６年度に

おいては、収益的収入への繰入金が、雨水処理負担

金を中心に７０８億４百万円、資本的収入への繰入金

が、２７７億４０百万円繰り入れられ、総額で９８５億４４

百万円となっている。

このうち、繰出基準に基づくものは収益的収入繰

入金で５９７億８４百万円、資本的収入繰入金で１４６億９８

百万円、合計７４４億８２百万円となっている。一方、繰

下水道事業の現状
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出基準に基づかないもの、いわゆる基準外繰入金は

収益的収入繰入金で１１０億１９百万円、資本的収入繰

入金で１３０億４１百万円、合計では２４０億６０百万円とな

っており、前年度（３４７億２８百万円）と比べて大幅

な減少となってはいるものの、多額の基準外繰入れ

を行っていることがわかる。

また、府内市町村の下水道事業は１兆６,０００億円を

超える地方債残高を抱え、この元利償還が将来の経

営を圧迫することが予想される。一方で、一般会計

の財政状況が逼迫する中、一般会計からの基準外繰

入金が圧縮される傾向にあることから、長期的な見

通しを立て、基準外繰入金に依存しない経営体質を

目指していかなくてはならない。

では、なぜ府内市町村の下水道事業は、赤字が多

く、また基準外繰入金に依存した経営状態になって

いるのだろうか。

（１）普及率、下水道事業債等

【グラフ①】は、大阪府内と全国の普及率の推移

である。これを見ると、全国的には平成２年度から

３年度にかけて大幅に上昇するが、その後は平均年

１.６７ポイントの上昇である。一方、府内市町村は平

成３年度に全国平均を下回っているものの、平成７

年度に全国平均を上回り、その後も順調に上昇して

いる。平成３年度から平成１６年度までの間では、平

均年２.５３ポイント上昇し、全国平均を１ポイント近

く上回る上昇を続けている。

このように、大阪府内では全国よりも早いペース

で、下水道整備が進められ、普及率を上昇させてき

たことがわかる。

【グラフ②】は、大阪府内市町村の建設改良費や

下水道事業債残高などの推移を示したものである。

建設改良費については、平成５年度・平成７年度

の２,０００億円がピークで、平成１６年度には９００億円と

半分以下になっている。

下水道事業債残高については、平成６年度までは

標準財政規模の金額を下回っていたが、平成７年度

からは標準財政規模の金額を大きく上回っている。

近年は増加ペースが鈍化してきたものの、その差は

広がる一方である。

（２）他会計繰入金

他会計繰入金については、年平均３.３％で伸びて

おり、標準財政規模の伸びを上回っている。

下水道事業債の元利償還は通常５年据え置きで、

２５年償還が基本であるから、平成５年度～平成１０年

度の最も事業費が大きかった頃の起債の元金償還が

今ちょうど本格化している。

下水道事業の建設改良費の主たる財源は企業債で

あるが、これを後年度に、使用料と他会計繰入金

（ただし、基準内繰出）で賄うのが原則である。

そこで、繰入金の状況を見てみたものが、【グラフ

③】である。

赤字額や基準外繰入金が多い原因
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下水道事業会計の繰入金は、年々増加しており、

平成１６年度は減少となったものの、平成１４年度まで

では年平均５.８％の伸びを示している。

このうち、基準外繰入金は４００億円弱で推移して

いる。繰入金全体の増加傾向と比較すると、基準外

繰入金は、一見抑制傾向であるように見える。しか

し、実質収支赤字額は、年々増加しており、基準外

繰入金と実質収支赤字をあわせた額でも増加傾向と

なっており、収支不足が拡大している様子がわかる。

（３）使用料の水準

府内市町村の使用料の水準を全国平均と比較した

ものが、【グラフ④】である。

平成１６年度における全国の平均は２,５７７円／２０ｍ３

である。対して大阪府は、１,７７３円／２０ｍ３となって

おり、全国平均を約８００円下回っている。

特に、早い時期に整備を進めた市町村では、建設

費が低く抑制でき、また、人口も集中していること

が多く、維持管理コストも低く抑えられたこともあ

って、比較的使用料水準は低くとどまっている。

一方、後発の市町村では、近隣市町村との横並び

意識から真に必要な水準に料金設定を行うことが難

しかった。

今後は、一般会計の負担能力を見極めつつ、下水

道使用料の議論をしっかりしていくことが重要であ

る。

下水道事業の赤字や基準外繰入金の状況を見てき

たが、改めて下水道事業会計における経費の負担区

分や一般会計からの繰入金について述べてみる。

地方公営企業法第１７条の２では、第１項において

は、一般会計が負担すべき経費として、①その性質

上、当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充

てることが適当でない経費、②当該地方公営企業の

性質上、能率的な経営を行ってもなお、その経営に

伴う収入のみをもって充てることが困難であると認

められる経費、が示されている。同条第２項におい

ては、地方公営企業の特別会計においては一般会計

等で負担すべきものを除き、当該地方公営企業の経

営に伴う収入をもって充てなければならないとされ

ている。

経費の負担区分に基づき一般会計が負担すること

とされている経費について、国が定める「公営企業

に係る繰出基準」においては、基本的な考え方とし

て、地方公営企業の経営は独立採算によることが基

本原則であることを定めている。

下水道事業においては、経費の負担区分原則とし

て「雨水公費・汚水私費」という考え方をとってい

る。これは、第１次下水道財政研究委員会において、

「雨水排除及び低湿地帯の滞水の排除については、原

則租税負担に帰する公費の負担とし、他方汚水の処

理については、原則として利用者負担とすることが

適当である」という提言に基づくものである。

これに従えば、雨水は資本費・維持管理費も含め

て、基準内の繰入れということになるが、汚水につ

いては、資本費すなわち元利償還金も含めた維持管

理に係る経費は原則利用者負担となる。汚水につい

ては、使用料でまかなうことを想定しており、繰入

金を充てることを想定していないのである。

府内市町村の多くの下水道事業会計は、汚水整備

による地方債償還に繰出基準に基づかない繰入金を

充てており、独立採算の基本原則に従っていないこ

とになる。

一般会計繰出基準が示す本来の負担
区分や一般会計繰入金の目的
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次に、基準外繰入金に依存しない経営を確立して

いくための取組について検討する。

（１）事業計画の見直し

府内の下水道整備は、かなり急ピッチで進められ

ており、今後さらに公債費負担が増加していくため、

財源の確保が重要となってくる。

今後、市町村においては、税収の大幅な増加は望

めず、むしろ、少子高齢化に伴う財政需要の増大が

見込まれる中では、一般会計繰入金を増やしていく

ことが困難と予想されることから、そのことを前提

に整備事業の全体的な見直しを行う必要がある。

今後の下水道整備を進めるに当たっては、人口動

向や普及率の推移を見通し、起債発行に伴う資本費

の将来負担を推計し、適正な事業の実施ペースを踏

まえた計画策定を行う必要がある。また、市街化区

域での整備がある程度完了している市町村について

は、今後の整備方針として、地域の特性や状況に応

じた投資コストや整備後の収支を見極め、適正な排

水システムを考える必要がある。

（２）経費の削減

使用料の大半が維持管理経費に充当され、資本費

にまで使用料が財源として充当しきれないという現

状を考えれば、適正な使用料を設定する前提として、

経費の縮減が必要になる。そのため、民間への委託

などにより節減していく必要がある。

平成１７年度に国から通知された「地方公共団体に

おける行政改革の推進のための新たな指針の策定に

ついて」いわゆる集中改革プランに関する通知の中

で地方公営企業の経営の健全化として、

①サービス自体の必要性の有無の検討及び公共性

の確保等の意義が薄れたものの民間への譲渡

②指定管理者制度・ＰＦＩ・民間委託等の民間的

経営手法の積極的導入

③中期経営計画の策定、情報の開示など透明性の

確保

④給与・定員管理の適正化

の４点が柱として示されており、参考となるもので

ある。

公営企業は、公共性と経済性の両方を追求する仕

組みであり、公共性のみが過度に強調されて経済性

がなおざりにされてはならない。そして、必要な事

業を行うに当たって、組織の見直しや無駄な経費が

ないかを常に点検していくことが必要である。

（３）資本費平準化債の活用

急激な負担増を求めることは、後年度の利用者か

ら徴収すべき先行投資部分までも当初の利用者が負

担することとなり、利用者間の不公平となる可能性

があることから、負担の平準化を図る資本費平準化

債の活用を考えてみたい。

資本費平準化債とは、企業債の元金償還期間と実

際の下水処理施設の減価償却期間が異なっており、

減価償却期間の方が長いことから、当該年度の企業

債元金償還金相当額と減価償却費相当額との差額に

ついて、発行が認められる地方債である。

また、今後も増加が予想される公債費負担、特に

元金償還金の負担を繰り延べすることで、現在の利

用者の負担を和らげ、今後下水道を使用する利用者

にも負担を求め、使用料などの適正化に寄与するも

のである。

この資本費平準化債については、単なる借金や公

債費負担の先送りと捉えることなく、下水道事業の

経営に有効に活用していただきたい。

（４）適正な使用料の設定

計画や経費の見直しを行った上で、必要となる経

費については、適正な使用料を設定し、利用者に負

担を求めていくことが必要となる。

【表１】は、公共下水道事業において、基準外繰

入金には一切頼らずに単年度収支を均衡させるため

に必要となる下水道使用料の収入額と２０ｍ３あたり使

用料水準を平成１６年度の決算を基に算出したもので

ある。さらに、過去からの累積赤字（実質収支赤字）

が存在し、それを解消しなければならない場合には、

より高額の使用料収入額、使用料水準が必要となる

ことを示している。

【表１】では、必要となる下水道使用料の額（Ｇ）

は府内平均で単年度収支の均衡を図るために２,２８５

円／２０ｍ３、さらに、実質収支赤字を解消するために

必要な使用料水準（Ｌ）は２,３６１円／２０ｍ３となる。

独立採算の確立に向けて
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それらに対して１６年度末の府内平均は１,７７３円であ

るので、平均で３３.２パーセントの使用料改定が必要

となり、多くの市町村で５００円～１,０００円の使用料改

定をしなければ、経営が困難であることがわかる。

実際には、この不足分を基準外繰出金として一般会

計が補てんしているため、経営が成り立っているの

である。しかし、公営企業として独立採算で経営を

成り立たせるためには、早急に使用料の見直しが必

要である。

なお、この使用料水準（２,３６１円／２０ｍ３）は、全

国平均の使用料水準（２,５７７円／２０ｍ３）を下回って

おり、全国的に見て決して高い水準であるとは言え

ない。もっとも平成１６年度では堺市やいくつかの市

町村ですでにこれに近い使用料水準となっている。

個々の市町村を見ると、比較的早く下水道整備が

完了した一部の市町村については、現行の使用料水

準であっても経営は可能となっている。しかし、こ

うした市町村においても、今後整備の完了に伴い、

有収水量の自然増による使用料収入の増加は見込み

にくい一方で、耐用年数の経過による老朽化に伴い、

施設の大規模な改修が必要となり、適切な収支見通

しの設定と使用料の不断の見直しが必要となる。

今回示した下水道使用料の本来必要となる水準は、

あくまで理論値ではあるが、府内市町村における現

在の下水道使用料が経営上、妥当でないということ

はご理解いただけると思う。

今後、人口の減少や節水型社会の進行により、全

体として水需要の低下なども予想されることから、

水需要の変化に応じて使用料体系を含めた適時適切

な見直しをしていく必要がある。

各団体においては、事業を実施してきた地域的条

件、使用者の分散等を踏まえ、使用料の対象経費の

算定や汚水量の見込みなどの将来推計を含めた長期

計画を策定し、経営状況に応じた水準がどこなのか

を適時に認識し、近隣市町村との横並びに重きを置

いた使用料設定方針をとらず、適正な使用料水準の

設定に努めるべきである。

最後に、今後府内市町村の下水道事業会計はどの

ようになるのかをシミュレーションしてみることに

下水道事業会計の今後
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する。

府内の平成１６年度決算数値をベースに、人口１０万

人に置換え、以下の前提条件に基づいて、府内の下

水道事業経営を今後１０年間推計したものである。

（前提条件）

１．普及率：過去１０年間の平均伸び率（２.５３ポイ

ント）で伸ばし、平成２２年度でほぼ整備が完

了。

２．建設改良費：普及率の伸びに応じて汚水分

を計上。雨水分は１６年度と同額で固定。

３．公債費：建設改良費に応じて算定。新発債は

年利２％で算出。

４．職員数：平成１６年度決算ベースのまま推移。
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５．水洗化率：１６年度府内平均で推移。整備が完

了する平成２３年度以降は年１％上昇。

６．使用料収入：普及率の伸びに合わせて、算出。

料金水準は固定。

７．他会計繰入金：基準内は雨水分の公債費の伸

びに応じて算出。基準外は平成１７年度以降見

込まず。

これによると、単年度収支は、基準外繰出金を見

込んでいないことから平成１７年度以降、大幅な赤字

となっている。この単年度の収支不足は、普及率ア

ップによる使用料収入の増加もあり、当面は縮小傾

向になるが、整備がほぼ完了した平成２３年度以降は

元金償還の増大などから拡大していくことがわかる。

なお、実質収支は、平成２６年度で約６７億円の赤字と

なり、赤字比率も２８０％を超える数値となる。

次に、経費回収率を見ると、平成１７年度以降資本

費平準化債を発行しないため、５５～６０％で推移して

いる。また、平成２２年度までは、有収水量の伸びに

伴い、汚水処理原価が逓減しているが、平成２３年度

以降は資本費の伸びによって回収率は低下傾向を示

している。なお、料金水準を据え置いているため、

使用料単価はほぼ同額で推移している。

企業債現在高は、整備がほぼ完了するまでは年々

増加していくが、整備完了後は大幅に減少していく

こととなる。

以上のことから、現状のまま放置すれば、下水道

経営は成り立たず、一般会計に今まで以上の負担を

求めるか、赤字が増大することとなる。

次に、種々の取組によってどの程度経営が改善す

るのかシミュレーションしてみる。

（１）普及率の上昇ペース抑制

普及率の上昇ペースを抑えてみた場合が、②のシ

ミュレーションである。

②では、整備するペースを抑制し、普及率の伸び

を①のシミュレーションよりも１％落としたケース

を想定したものである。普及率のペースを落とすこ
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とで、投入される建設改良費を抑制し、後年度の公

債費負担を低減させることが目的である。

普及率については、①では平成２２年度で概成した

ものが、②では平成２６年度までかかることになる。

しかし、毎年の建設改良費が①よりも低く抑えられ

るので、償還する公債費負担は低くなり、企業債現

在高も①よりも低くなる。

しかしその反面、普及率の伸びが縮小する分、有

収水量の伸びも縮小し、使用料収入もさほど伸びな

くなる。

その結果、１０年後の収支不足は縮小するものの当

面の収支不足は拡大することとなる。もっとも、企

業債現在高は平成２６年度で２５０億円程度となり、①

よりも３０億円以上少なくなる。

（２）職員数の削減

次に、維持管理コストの削減について考えてみる。

ここでは、特に職員数を削減した時のシミュレーシ

ョンをしてみる（③）。

職員数を削減することは、下水道事業の経営上、

維持管理コストの抑制を図る上で重要な取組の一つ
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と言える。そこで、平成１８年度から２３年度までに職

員数を１／３削減した場合を見てみる。

そこから得られる結果は、①と比べて、単年度収

支の赤字額は、職員数を削減する６年間で平均５０百

万円程度縮小することとなり、平成２３年度の実質収

支は、８０百万円程度改善することとなる。また、汚

水処理原価の維持管理費が圧縮されるので、経費回

収率も６０％台で推移することとなる。

（３）資本費平準化債の発行

次に、資本費平準化債の発行を考えてみる（④）。

ここでは、毎年２億５千万円程度の資本費平準化債

が発行できるものとし、その全額を汚水に充当する

こととしている。

資本費平準化債を発行すると単年度収支が①のケ
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ースよりも大幅に改善されている。また、経費回収

率も、資本費分の処理原価が抑制されるため、６０％

台で推移することができる。

しかし、資本費平準化債も企業債の一つであるこ

とから、企業債現在高は大幅に増加することとなる。

（４）普及率の抑制、職員数の削減さらに資本費平準

化債の発行、使用料の改定

最後に、先の取組をすべて行った上で、さらに下

水道使用料の改定を行う場合をシミュレーションし

てみる（⑤）。

ここでは、これまで挙げてきた取組をすべて行っ

た上でどの程度の使用料の改定が必要かを見ている。

その結果、平成１８年度に使用料を３３.２％改定し、

２,３６１円／２０ｍ３とすれば、単年度収支は黒字で推移

し、平成１７年度に発生した赤字を平成２５年度に解消

できることとなっている。また、経費回収率につい

ても、平成１８年度以降１００％で推移していくことと

なる。

この２,３６１円／２０ｍ３という使用料水準は、先ほど

【表１】で示した府内平均で必要な使用料水準と同額

であり、この程度の料金改定を早急に行う必要があ

ることを示している。

なお、企業債現在高は、資本費平準化債を発行し

ても、建設事業費の抑制による効果の方が上回り、

平成２６年度の残高は①のケースよりも若干少なくな

っている。

今、下水道の特性である公共用水域の水質保全等

公衆衛生上の観点などから、従来の合流式下水道か

ら汚水雨水を分ける分流式下水道への改善事業や処

理水の再利用のために、通常の二次処理による水質

をさらに向上させる高度処理事業など、新たな施策

が進められようとしている。

また、平成１８年度からは、下水道事業の財政措置

について、従来の公費負担割合を見直し、実情に沿

った形にしていくこととなっている。従来の汚水雨

水にかかる公費･私費の費用区分を現状に沿った形に

改めることにより、汚水の使用者負担をより徹底さ

せる内容となっている。

このように下水道事業を取り巻く環境は大きな変

化を迎えようとしている。一方で、府内の下水道整

備は今後数年間でほぼ完成を迎え、整備中心の経営

から維持管理中心の経営に変わることで、経営形態

は大きく変貌を遂げようとしている。

今後とも安定した事業経営を続けていくためには、

下水道使用料の適正化と経費の削減などになお一層

力を注いでいくことが必要である。

また、繰入金については下水道を使用していない

住民から徴収した税を財源とするものであり、公平

性を欠くため、決して単なる赤字補てん的なものと

ならないようにしたいものである。

今回、下水道事業が自立的な経営を行うために、

どのような取組が必要であるか、どの程度の使用料

水準が必要であるかを見てみた。もちろん、府内市

町村の下水道事業会計を一つの会計としてシミュレ

ーションしたものであり、個々の市町村の実態とは

乖離がある。しかし、全体としての目安としては活

用できるのではないか。

今、総務省は全国の下水道の使用料の当面の目標

として３,０００円／２０ｍ３という数字を挙げている。府

内市町村の使用料水準は全国をかなり下回っており、

当面、２,４００円／２０ｍ３を目標とするのが現実的であ

ると考える。（もちろん、個々の市町村の状況によっ

ては、これを上回る金額に使用料水準を設定せざる

を得ない。）

地方公営企業は、住民に身近な社会資本を整備し、

必要なサービスを提供する役割を担っていることか

ら、より効率的で満足度の高いサービスを提供して

いくため、状況の変化に合わせ、不断の経営改善に

取り組むことが求められる。

あわせて、住民への説明責任を果たすため、経費

の負担区分を明確化し、必要な使用料水準を明らか

にしていくことが求められている。

こういった、収入・支出両面にわたる経営努力が

これまで以上に求められていることを肝に銘じて、

下水道経営に当たるべきであろう。

おわりに
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